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中国・地方政府の嘩務公開
-吉林省長春市の事例を中心として-

石　　塚　　　　迅※
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おわりに

はじめに

国家権力の濫用を防止・制限することにより国民の権利・自由を保障すること、

これが西欧近代立憲主義の核心である。その中で、 「知る権利」とその具体化と

しての情報公開制度は、国軍権力の濫用を有効に監督・抑制し、また、国民主

権・民主主義を実質的に機能させるという点において、きわめて重要な意義をも

つ1)○

近年、中国においても、情報公開が政府の政策課題として浮上し、それをめぐ

る動向が中国内外の関心を集めている。まず、中国政府・共産党は、 1990年代後

半から、 「上から」の政治改革・党改革の一環として、 「政務公開」を重視する姿

勢をみせ始めた。 2002年11月に開催された共産党第16回全国代表大会の活動報告

においても、 「五、政治の建設と政治体制改革」という章の中で、 「政務公開を真

撃に推進する」ことが確認されている2)。他方で、 2003年春に中国で発生した

SARS (新型肺炎)騒動と孫志剛事件という二つの事例は、沿海都市部の一般市
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1)例えば、佐藤幸治r憲法(第三版)」 (青林書院1995年　98-99頁、 101頁、松井
茂記F情報公開法入門」 (岩波新書) 2000年16-17頁、松井茂記r情報公開法
(第2版)」 (有斐閣) 2003年　はしがき3頁等。

2)江沢民「全面建設小康社会、開創中国特色社会主義事業新局画一在中国共産党第十
六次全国代表大会上的報告-」 (2002年11月8日) r求是J 2002年第22期14頁0
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民を中心に、情報公開の重軍性を強くー意識させた。 SARS騒動とは、 SARSの発

生の初動段階で、政府当局がそれに関する情報を意図的に隠蔽・操作したために、

SARSの蔓延に拍車がかかり1 -般大衆の生命が脅かされたという事例である3)0

孫志剛事件とは、出稼ぎ青年が広州市で暫住証不携帯のために警察に身柄を拘束

され、収容・送還施設で繰り返し殴打された末に死亡したという事例である。警

察当局は、当初孫志剛の死因を心臓病としていたが、 『南方都市報』や『北京青

年報」といったメディアがこの死因に疑問を呈し、その結果、傷害致死の真相が

明るみに出た4)。この二つの事例において、メディア・一般大衆が厳しく問うた

のは、行政による密室での情報操作[暗箱操作]であった。なお、中国において、

政務公開と情報[信息]公開とは、微妙に異なる概念であり、この点については、

本論第1章において詳述する。

日本において、ノ情報公開法制が地方公共団体レベルで先行したように、中国に

おいても、情報公開への取り組みは地方から始まった。 2002年10月には、広東省

の人民政府所在地の市(以下、省人民政府所在地の市を省都と俗称)である広州

市が中国初の情報公開法規といえる『広州市政府情報[信息]公開規定』 (以下、

『広州市規定』と略称)を発布した。 『広州市規定j　は、その目的を個人および組

織の十知る権利[知情権]」の保障としていること(第1条)、広州市の各級人民

政府とその職能部門および法律に基づき行政職権を行使する組織を「公開義務

人」と、個人および組織を「公開権利人」と定義していること(第4条)、政府

情報は公開が原則で非公開が例外であるとしていること(第6条第1項)、広州

市人民政府の-自発的公開だけでなく個人の申請に基づく政府行政情報の公開をも

規定していること(第13条第1項)、 「公開権利人」の権利救済の方途を定めてい

ること(第29条)等の諸点において、きわ坊て画期的な内容を有する法規であるO

3) 「中国、不手際認める」 r朝日新聞」 2003年4月6日、 「北京、感染者8.5倍に修正」
「感染と不信　北京直撃」 f朝日新聞J 2003年4月21日、 「SARS禍、北京一変」 F朝
E]新開」 2003年4月27日、 「中国、幕引き狙う」 『朝日新聞J 2003年6月5日、 「「宣
伝機関」限界浮き彫り」 F毎日新聞J 2003年6月17日等を参照0

4)孫志剛事件の経緯について、季衛東「違憲審査をめぐる法と政治一中国の制度変遷
に関する事例研究-」 FジュリストJ No.1258 (2003年12月15日) 65頁、土屋英雄
「中国の憲法改正-2004年改正の過程、内容、意義-」 『レファレンスj第644号
(2004年9月) 77頁等を参照。
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その後、今日に至るまで、太原市(山西省省都)、蛤爾浜市(黒竜江省省都)、深

ア]ll市(経済特区)、上海市(直轄市)、成都市(四川省省都)、.革慶市(直轄市)、

武漢市(湖北省省都)、-杭州市ノ(漸江省省都)、済南市(山東省省都)⊥長春市

(吉林省省都)、鄭州市(河南省省都)等でも相次いで情報公開規定まf=は政務公

開規定が制定されている5)0

このような政務公開・情報公開をめぐる動向に着目.して、、日本の中国政治研究

者の一部で、中国の「政治的民主化期待論」または「政治的民主化楽観論」Sとも

いうべき分析1,展望が提示されている。 「民主化の緩やかな前進6)」、 「改革の玉突

き連鎖反応7)」、 「モデルなき民主化8)」等、論者阜こより表現は異なるが、経済の発

展によりインターネット利用人口が増加し、-その結果、多様な民意・世論が出

現・表出し、やがて政治的民主化に到達するであろうという論理構成はおおむね

共通しているように思われるoそこでは、インターネットの普及、政務公開・惰

報公開の進展、 「知る権利」の拡大等が一括りにされ、政治的民主化が進行して

いることの証左とされている。

こうした一連の研究成果に対しては、すでにいくつかの疑問や反駁も提示され

ているが)、筆者もまた少なからず疑問を抱いている一人である。

まず、政務公開・情報公開の進展、 「知る権利」の拡大を政治的民主化進行の

証左とするのであれば、政務公開・情報公開、 「知る権利」.の定義が示された上

で、その進展・拡大の状況が検討されなければならないはずであるのに、上述の

研究では、それらの定義が全く示されず、単語のみが一人歩きしているかのよう

5)長春市・吉林省頻外で本論文に挙げた各省・各都市の情報公開規定または政務公開
規定については、それぞれの人民政府のホームページを参照0

6)唐亮<r変貌する中国政治一漸進路線と民主化-A (東京大学出版会) 2001年11-
47頁(第1章)、 119-153頁(第4章)、唐亮「政策過程における国民の意見参加一
公聴会制度の導入とマス・メディアの役割を中心に-」 r中国21 (愛知大学)」第14
-t (2002^10^) 61-84]

7)未建栄「中国社会の静かなる地殻変動とは何か」 F世界J 2004年5月号(第726号)
288-297頁。

8)青山瑠妙「インターネットが導く中国式民主化」 F論塵J 2005年3月号　76-81頁0

9)唐草・前掲書に対する書評として、高原明生Fアジア経済」第43巻第12号(2002年
12月) 87-90頁、毛里和子rアジア研究J第48巻第3号(2002年7月) 102-107頁、
朱建栄・前掲論文に対する反駁論文と・して、鈴木賢「中国に地殻変動は生じている
のか」 F世界」 2005年2月号(第736号　316-324頁を参照.
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な印象を受ける10)。

次に、上述の研究の中で取りあげられている政務公開・情報公開、 「知る権

利」の事例の多くは、広州市、深川市、上海市等、経済が発展した沿海部(東部

地区)のものである。深川市や広州市は、土地使用権の譲渡等、常に中央の政策

を先取りし、また、中央も、ある政策について、それを全国的に実施する前に、

深川市や広州市で試験的に実施してきた。さらに、上述したSARS騒動、孫志剛

事件でもみられたように、これら地域の市民意識・権利意識は他q)地域と比べて

総じて高い。もとより、こうした地域を事例として取りあげる重要性を否定する

ものではないが、中国の政務公開・情報公開、 「知る権利」の現況をより多角

的・多層的に解析するためには、それだけでは不十分であり、それ以外の地方都

市の状況に?いて考察することが重要な意義をもつと筆者は考える。そのことに

より、より冷徹な視点で、中国の政務公開・情報公開、 「知る権利」の現段階・

到達点を評価することが可能となるのである。

以上のような問題意識に立ちつつ、本論文においては、中国の地方行政機関、

政務公開と情報公開の異同についてそれぞれ概述した上で、吉林省の省都である

長春市を事例として取りあげ、そこにおける政務公開・情報公開がどのような形

で「進展」し、現在どのような状況にあり、どのような問題点を抱えているのか

について順次検討することを通じて、中国の政務公開・情報公開の内実の一端を

明らかにしたい。なお、 「知る権利」については、複雑な理論的問題をも含むた

め、その体系的な考察は別の機会に譲り、本論文においては、政務公開・情報公

開に関連する範囲での言及にとどめることとする。

吉林省長春市を事例として取りあげるのは以下の二点の考慮に基づく。第一に、

長春市が典型的な地方都市であることである。その概況については、本論第1章

で紹介するが、吉林省長春市は、経済が発展した沿海部(東部地区)に属するわ

けでもないが、かといって、貧困地域の多い内陸部(西部地区)に属するわけで

もない。第二に、長春市にある東北師範大学政法学院の王景斌氏と筆者との間に

研究交流があったことである。王景斌氏は、行政法が専門であり、 1999年には長

10)民主化の定義も示されていない。この点の指摘について、高原明生・前掲書評　89
頁、毛里和子・前掲書評105-106頁。
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春市人民政府が新設した長春市人民政府法律顧問に就任し/- 。王景斌氏は、筆

者がこのテーマを研究するにあたり、資料の入手、施設の参観にたびたび便宜を

図ってくれた。ここに記して謝意に代えたい。

I　中国・地方政府の政務公開を分析する際の視点
1　地方政府とは何か～長春市と吉林省

吉林省の省都である長春市は、総面積が1万8881knfで、総人口は724万人を数

える。市の中に、さらに、行政区城として、六つの区(南関区、寛城区、朝陽区、

二道区、緑園区、双陽区)、三つの市(九台市、稔樹市、徳恵市)、一つの県(農

安県)を抱える「地級市」である。総人口のうち、六つの区に居住するいわゆる

市区人口は315万人である。産業は、伝統的に自動車産業をはじめとする国有の

重工業が主体であり、また、書林大学と東北師範大学という二つの国家重点大学

を抱え、二年に一度「中国長春映画祭」が開催される文教都市としても有名であ

る。

長春市と吉林省の2004年の主要経済指標を整理したものが、 〔資料1 〕、 〔資料

2〕である。参考として、他の主要な省都、省・直轄市、さらには、全国平均の

数値も表示した。まず、吉林省の数値を先に概観すれば、一人あたりGDP、都

市住民可処分所得、農民純収入のいずれもほぼ全国平均に近い値であり、全国に

31ある省級の行政区域(省22 (台湾省は含まない)、自治区5、直轄市4)の中

で、吉林省は中位にランク.している。次に、長春市についてみれば、いずれの値

も、上海市、広州市、深川市等の沿海部の都市には遠く及ばないが、同じ東北地

方の藩陽市や蛤爾浜市、内陸部の成都市、垂慶市等と比較すれば、ほぼ同程度の

レベルであることがわかる。近年、市場経済化の進展の中で、東北三省(遼寧省、

吉林省、黒竜江省)、の国有企業の多くやゞ不振にあえいでおり、このことが、長春

市・吉林省の都市住民可処分所得が他の地域と比較してやや低いことに影響して

いるのではないかと考えられる。

ユ1) 「長春市人民政府関於成立長春市人民政府法律顧問団的通知」 (ユ999年9月2日)
r長春政報J 1999年第9期　30頁、 「長春市人民政府法律顧問団工作規則(試行)」
(1999年6月30日) r長春政報」 1999年第9期　30-33頁。
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〔資料1 〕長春市の概況(主要経済指標)

戸 籍 人 口 G D P 一 人 あ た り 都 市 住 民 農 民 純 収 入

(万 人 ) (億 元 ) . G わp

(元 )

可 処 分 所 得

(元 / 午 )

(元 / 年 )

長 春 市

(吉 林 省 省 都 )

* 7 24 . 0 0 1 ,5 3 5 .0 0 2 1 , 2 8 5 8 ,9 0 0 3 ,9 06

港 陽 市

(遼 寧 省 省 都 )

6 93 . 90 1 ,9 0 0 .7 0 b告7 ,3 9 1 " 8 ,9 2 4 4 ,3 4 7

瞭 爾 浜 市

(黒 竜 江 省 省 都 )

* 9 70 .2 3 1 ,6 8 0 . 5 0 17 ,3 2 0 8 ,9 4 0 3 ,6 2 3

南 京 市

(江 蘇 省 )

* 5 8 3 . 60 1 ,9 1 0 . 0 0 3 3 ,0 5 0 l l ,6 0 2 5 ,5 3 3

成 都 市

( 四 川 省 省 都 )

* 1 ,0 59 . 70 2 ,1 8 5 . 7 0 2 0 ,6 2 6 1 0 , 3 9 4 4 ,0 7 2

広 州 市

(広 東 省 省 都 )

7 3 7 .6 7 4 ,1 1 5 . 8 1 5 6 ,3 0 0 1 6 , 88 4 6 ,6 2 5

深 酬 市

(広 東 省 . 経 済 特 区 ).

5 9 7 .5 5 3 ,4 2 2 . 8 0 5 9 ,2 7 1 2 7 , 5 9 6

*は総人口。

〔資料2〕吉林省の概況(主要経済指標)

面 積 総 人 口 G らp 二 人 あ た り 都 市 住 民 農 民 純 収 入

(万 kni) (万 人 ) (億 葬 ) G D P

(元 )

可 処 分 所 得

(元 / 午 )

(元 / 午 )

5 tt S 18 .7 4 2 , 7 0 9 2 , 9 58 こ2 1 0 ,9 3 2

(14 位 )

7 , 8 4 0 .6

(1 9 位 )

2 , 9 9 9 . 6

(12 位 )

北 京 市

(直 轄 市 )

1 .6 8 1 ,4 9 3 4 , 28 3 .3 3 7 ,0 5 8 1 5 , 3 6 7 .8 6 , 1 70 .3

上 海 市

(直 轄 市 )

0 .6 3 1 , 74 2 7 , 4 50 .3 5 5 ,3 0 7 1 6 , 6 8 2 .8 7 , 06 6 . 3

重 慶 荷

(直 轄 市 )

8 .2 4 3 , 1 2 2 2 , 66 5 .4 9 ,6 0 8 9 , 2 2 1 .0 2 , 5 10 .4

遼 寧 省 1 4 .5 9 4 ,2 1 7 6 , 8 72 . 7 16 ,2 9 7 8 , 0 0 7 . 6 3 ,3 0 7 . 1

黒 竜 江 省 4 5 .4 6 3 ,8 1 7 5 , 30 3 .0 13 ,8 9 7 7 ,4 70 . 7 3 ,0 0 5 .2

江 蘇 省 10 .2 6 7 ,4 3 3 15 , 4 03 . 2 2 0 , 7 0 5 1 0 , 4 8 1 .9 4 , 75 3 . 9

四 川 省 . 4 8 .7 6 8 , 7 2 5 6 , 5 56 . 0 8 , 1 1 3 7 , 7 0 9 .9 2 , 5 18 . 9

広 東 省 17 .7 9 8 ,3 04 16 , 03 9 . 5 1 9 , 7 0 7 13 , 6 2 7 . 7 4 ,3 6 5 .9

全 国 96 0 .0 0 12 9 , 98 8 1 3 6 , 8 75 .9 10 ,5 6 1 9 , 4 2 1 . 6 2 ,9 3 6 .4

※ 〔資料1〕、 〔資料2〕とも、に、 2004年の数値O
※21世紀中国総研編F中国情報ハンドブック[2005年版]」 (蒼蒼社) 2005年　324-329頁、
392-399頁にもとづき作成。
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ここで、まず、本論文の表題に使用している「地方政府」について、定義づけ

をしておかなければならない。中国において、 「地方政府_「とは、地方の政府と

いった一般的意義で用いられる語ではなく、確定的な内包を有する法的概念であ

る~からである。

現行『1982年憲法』は、 「第3章:国家機構」の第5節で「地方各級人民代表

大会および地方各級人民政府」についての規定を設けている。まず、第95条第1

項で「省、直轄市、県、市、,市が管轄する区、郷、民族郷、鋲は_、人民代表大会

および人民政府を設ける。」とし、続いて、第96条第1項が「地方各級人民代表

大会は、地方国家権力機関である。」と、第105条第1項が「地方各級人民政府は、

地方各級国家権力機関の執行機関であり、地方各級国家行政機関である。」とそ

れぞれ規定している。したがって、. 「地方政府」とは、広義でこれをいえば、権

力機関としての地方各級人民代表大会とその執行機関である地方各級人民政府の

両方を指し、狭義でこれをいえば、行政機関としての地方各級人民政府のみを指

す、と定義することができよう。本論文においては、 「地方政府」を狭義の意味

で用いることとしたい。すなわち、本論文が検討の対象とするのは、長春市人民

政府の政務公開への取り組みである。なお、特に断りがない限り、本論文におけ

る長春市または長春市政府とは長春市人民政府のことを指す。

本論文では、長春市の政務公開への取り組みに加えて、吉林省および中央の動

きをも一定の範囲で視野に入れる。というのも、 「地方自治」の保障が憲法上明

記され、都道府県と市町村という二種類の普通地方公共団体が並存する日本とは

異なり、中国においては、憲法上、 「民主集中制の原則」が採用されていること

により(第3条第1項)、丁地方自治」が原理的に否定されているからである。

「民主集中制の原則」とは、国家機関相互の関係においては、人民代表大会が国

家権力機関として他の機関(行政機関、裁判機関、検察機関)を監督し(第3条

第3項)、中央と地方の関係においては、中央が地方を統一的に指導する(第3

条第4項) Lことを意味する。長春市人民政府についていえば、まず、長春市人氏

政府は、同級の人民代表大会である長春市人民代表大会の監督を受け(第104条)、

それに対して責任を負い、かつ活動を報告しなければな,らない(第110条第1項)。

加えて、地方国家行政機関として、中央の行政機関(最高国家行政機関)である
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国務院の統一的な指導を受け(第89条第4号、第110条第2項)、さらには、 1級

上の地方国家行政機関である吉林省人民政府の指導を受け(第108条)、それに対

して責任を負い、かつ活動を報告しなければならない(第110条第2項)。このよ

うに、 「地方自治」というものを観念しえない中国においては、長春市の取り組

みだけを独立して検討するわけにはいかないのである。

長春市の政務公開-の取り組みを把握・理解するにあたり、重要な手がかりと

なるのが、地方的法規、地方政府規章、および規範的文書[規範性文件]である。

地方各級人民代表大会と地方各級人民政府の職権については、憲法と『地方各級

人民代表大会および地方各級人民政府組織法』 (1979年7月公布) (以下、 『地方

組織法』と略称)がこれを規定している。憲法は省・自治区・直轄市の人民代表

大会およびその常務委員会の地方的法規制定権を規定するだけであるが, (第100

条、第115条)、 『地方組織法』と『立法法』 (2000年3月公布)は、それに加えて、

省・自治区の人民政府所在地の市および国務院の批准を経た比較的大きな市の人

民代表大会およびその常務委員会に地方的法規の制定権を(『地方組織法』第7

条第2項、第43条第2項、 『立法法』第63条第2項)、省・自治区・直轄市の人民

政府、省・自治区の人民政府所在地の市および国務院の批准を経た比較的大きな

市の人民政府に地方政府規章の制定権をそれぞれ与えた(『地方組織法』第60条

第1項、 『立法法』第73条第1項)。規範的文書とは、地方的法規・地方政府規章

ではないが、地方政府が個別的な、行政管理事項について公式に発する政策方針で

あり、 「通知」とか「意見」という名称で表現される。 『立法法』の規定の中で注

目したいのは、地方的法規・地方政府規章については、その制定後にそれぞれ当

該行政区城の人民代表大会常務委員会公報・人民政府公報、および当該行政区域

で発行されている新聞に掲載することが義務づけられている点である(『立法

法』第70条、第77条第2項)。これらの規定に基づけば、少なくとも、 『立法法』

が施行された2000年7月以降に制定された長春市の地方的法規・地方政府規章、

吉林省の地方的法規・地方政府規章は、それぞれ長春市・吉林省の公報に掲載さ

れているはずである。茸春市は『長春政報(長春市人民政府公報)』、吉林省は

『書林政報(吉林省人民政府公報)』をそれぞれ発刊している。
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2　政務公開とは何か～政務公開と情報[信息]公開

次に、本論文の表題のもう一つのキーワードである「政務公開」についても、

政務公開と情報公開の異同等、その概念の整理をしておかなければならない。

実は、中国においては、今日に至るまで政務公開の概念についての統一的な理

解は形成されていない。学癖界(法学界・政治学界)においても、実務界におい

ても、 「政務公開」という語の用い方は論者によって様々であり、その概念をめ

ぐる議論はなおかなり混乱・錯綜しているといってよい。

この混乱・錯綜は、政務公開の対象情報(政務)をどう捉えるが2)、あるいは、

政務公開の対象機関(義務主体)をどう捉えるが3)という問題についての議論に

起因している。これら議論を整理すれば、政務公開の概念については、狭義の理

解と広義の理解とに大別することができる。狭義の政務公開では、政務公開でい

うところの政務を政府行政事務に限定する。したがって、政務公開の対象機関は、

国家行政機関である国務院および各級人民政府に限られる。これに対して、広義

の政務公開では、政務公開でいうところの政務を広く政治に関連する各種の事務

として理解する。したがって、政務公開の対象機関は、国家行政機関に限られず、

政務公開は、狭義の政務公開(政府行政事務の公開)だけでなく、党務公開(政

党事務の公開)、村務公開(村民委員会事務の公開)、審務公開(裁判事務の公

開)、検務公開(検察事務の公開)、廠務公開(国有企業事務の公開)等をも包括

する14)。現在のところ、中国において、政務公開に関する研究成果の大多数は、

政務公開の概念にらいて広義の理解を採用しているといわれるが5㌧これに対し

ては、有力な批判も提起されている。例えば、劉恒民らは、村務公開は村民自

治・基層民主と、審務公開・検務公開は裁判・検察の独立と、廠務公開は政企分

離(政府と企業の分離)と、というように、それぞれ別の理念・原則と密接に関

12)皮純協・劉飛字「論我国行政公開制度的現状及其走向」 r法学雑誌」 2002年第1期
3M!

13)劉恒他r政府信息公開制度」 (中国社会科学出版社) 2㈱4年　28頁。
14)例えば、荏文「中国における政務公開」 F北京週報」 1999年　No.ll 22-23頁、
劉俊祥「行政公開的権利保障功能」 r現代法学(西南政法大学学報)」 2001年第5期
141頁、胡仙芝r政務公開与政治発展研究」 (中国経済出版社) 2005年13-15頁
等を参照。

15)劉恒他・前掲書　28-29頁。
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達しているため、政務公開とは分けて考察する必要があると主張している16)。彼

らは、政務公開という概念は多様な解釈を生じさせる唆昧模糊な概念であるため、

今後の立法に際しては、 「政務公開」という語ではなく、 「政府情報公開」または

「行政公開」といった語を用いるべきであると提言している17)。

本論文では、論点の拡散を避けるために、上述の劉恒氏らの指摘を重視し、政

務公開の概念については原則として狭義説を採用したい。

それでは、政務公開と情報公開とはどのような関係に立つのであろうか。情報

公開は中国語で主に[信息公開]と表記されるが、この語が中国の学術界・実務

界において登場するのは、 「政務公開」という語の使用に比べかなり遅く、一部

の学者の研究を除けば8)、おそらく2000年に入って以降ではないかと思われる。

・この「情報[信息]公開」という語をめぐっても、中国において、やはり統一

的な理解はまだ存在しない。漠然と情報公開を政務公開と同等視する研究も少な

くない。しかしながら、近年の情報公開についての研究を注意深く検討すれば、

一つの潮流があることに気づくOそれは二　日本においては当然視されていること

であるが、情報公開を「知る権利[知情権]」と関連させて論じている研究が散

見されることである。例えば、劉華、呂艶浜両氏は、 「情報公開の目的は、公民

の知る権利の保障にあり、公開のための公開ではない。公開は、永遠に方式・手

段・方途であり、決してE]的ではない。情報公開の制度が確立されて、初めて公

民の知る権利は現実的な保障を有し、さらには、公民の政治に対する十分な参与、

権力に対する有効な監督、政府と公民との間の調和関係が有力な保障を得られる

のである1g)。」と述べている。こうした主張の背景には、政務公開では、公民の

「知る権利」を保障し権力を有効に監督す`るにあたり不十分であるという意識が

16)劉恒他・前掲書　29-30頁、同趣旨の論述として、皮純協・劉飛字・前掲論文　9
頁、 11頁を参照。

17)劉恒他・前掲書　33頁。
18)例えば、憲法学者の杜鋼建氏は、早くから情報公開の必要性を捷起していた(杜鋼
建「知情権制度比較研究一当代国外権利立法的新動向-」了中国法学J 1993年第2
期109-115頁、杜鋼建「信息公開化-21世紀的挑戦和要求-」 F半月談I 2000年
第1-2期　56-57頁等).

19)劉畢・呂艶浜「政府信息公開研究」 r政法論壇(中国政法大学学報)」 2003年第2期
148頁。
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ある。すなわち、 「公民が情報公開請求権を享有するということは、行政機関の

公開行為が行政対象者の実質的制約を受け、行政機関が過去において公開したい

ものを公開し、公開したくないものを公開しなかったやり方が悪意的なでたらめ

なものであり、それが、何よりもまず公民の監督と制約を受けなければならない

ということを表している。公開すべきか否か、何を公開するのか、これらはもは

や行政機関一方が慈恵的になしうるものではなく、相手方である公民は多くの選

択権を有しているのである20)。」

劉華、呂艶浜両氏の認識に基づけば、政務公開と情報公開の異同を次のように

整理することができよう。すなわち、政務公開とは、政府がその政府行政事務を

自発的に公開することを指す。それに対して、情報公開は、政府による自発的公

開だけにとどまらず、公民の申請に基づく政府行政情報の公開をも包括する。つ

まり、公民の「知る権利」の保障が情報公開の目的であり、公民が情報公開請求

権を享有している点がより重視される21)。

この点について、日本の憲法学者の松井茂記氏の主張が示唆に富む。松井氏は、

情報公開制度を「国や地方公共団体など『政府lの機関の保有する情報の公開を

法的に義務づけ、国民(住民)に政府情報の公開を求める権利を保障した制度」

と定義した上で、 「それゆえ、政府の側が一定の情報を選択し、国見に提供する

『情報提供』 (広報など)と『情報公開』は決定的に違う。前者は、情報の公開が

法的に義務づけられてはおらず、国民(住民)には情報の公開を求める権利が保

障されていないからである。したがって、どんなにF情報提供』が充実していて

も、 『情報公開』の代わりにはならない22)。」と断じている。松井氏の立場によれ

ば、従来の中国の政務公開はしょせん「情報提供」.にすぎないということになる

のであろう。情報公開を国民主権・民主主義や「知る権利」等の基本的人権の保

障と関連して論じるにあたり、この松井氏の視点はきわめて重要である。中国の

学術界においては、 「情報提供」と「情報公開」の区別について直接的な論及こ

20)劉華、呂艶浜・前掲論文'151頁。
21)劉恒氏らは、政務公開と政府情報公開とを区別するにあたり、政府情報公開を「一
種の権利型の公開」であると称している(劉恒他・前掲書　2頁)0

22)松井茂記・前掲r情報公開法入　12-13頁。
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そみられないものの、一部の学者が松井氏のような認識を一定程度において共有

していることは明らかである23)。したがって、本論文では、この松井氏め指摘を

強く意識しつつ、考察・検討を展開していく。

その意味において、一般市民の申請に基づく政府行政情報の公開を規定した

『広州市政府情報公開規定jは画期的な地方政府規章であったといえよう.この

地方政府規章が「政務公開」という語ではなく「情報公開」という語を名称に用

いている点がそのことを象徴的に示している24)。

Ⅱ　長春市の政務公開の「進展」

1　政務公開の前段階

『長春政報(長春市人民政府公報)j　と『吉林政報(吉林省人民政府公報)』を

みる限り、長春市と吉林省が政務公開に本格的に取り組み始めlるのは1999年に

なってからである。

そこで、本節においては、長春市の政務公開-の取り組みを検討する前段階と

して、中央・全国レベルの動きを時系列的に概観しておきたい。

政務の公開については、 1980年代後半に、政治体制改革の一環として体制内

部・学術界の一部がすでにこれを提起していた25)。そうした動きを反映してか、

1987年10月に開催された共産党第13匝「全国代表大会の活動報告においては、 「指

導機関の活動の開放の程度を向上させ、重大な情況を人民に知らせ、重大な問題

は人民の討論を経る」という表現がみられた26)。また、 1987年11月に公布された

23)劉革、呂艶浜・前掲論文、劉恒他・前掲書の他、劉俊祥・前掲論文140頁、皮純
協、劉飛字・前掲論文　9-11頁、何建華・衰飛「行政公開的法律思考」 r政法論
壇(中国政法大学学報)」 2002年第2期　77頁等を参照。

24)ただし、中国実務界に.おいて、 「政務公開」と「情報公開」の用語の区別が収赦し
定着したわけではない。 『広州市規定」の発布以降、一般市民の申請に基づく政府
行政情報の公開を規定した地方政府規章・規範的文書は各地で制毒されており、そ
のうち大部分は、その名称に「情報公開」という語を用いているものの、大原市、
瞭爾浜市は「政務公開」という語を、重慶市、済南市は「政務情報公開」という語
をそれぞれ名称に用いて、ほほ同内容の地方政府現車・規範的文書を制定している

25)石塚迅『中国における言論の自由-その法思想、法理論および法制度-」 (明石書
店) 2004年　53-66頁、毛里和子F現代中国政治(新版)」 (名古屋大学出版会)
2004年　63-70頁等を参照。

26)趨紫陽「沿着有中国特色的社会主義道路前進一在中国共産党第十三次全国代表大会
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拍寸民委員会組織法(試行)lは、村民委員会の財務の公開を義務づけていた(第

17条)0

しかしながら、こうした一連の政務の公開の試みは、 1989年6月の「天安門事

件」で大きく頓挫した1992年10月に開催された共産党第14回仝国代表大会の活

動報告においては、わずかに、 「マスメディアの世論監督を重視し、監督メカニ

ズムを逐次改善」することに言及されているだけである27)。

中央レベルの政務公開への取り組みは、この後しばらく停滞を余儀なくされた

ものの、他方において、基層レベルの村においては、 1990年に入って以降も、村

務公開が推進された1998年4月には、共産党中央耕公庁と国務院耕公庁が、

「農相において普遍的に村務公開と民主的管理制度を実行することに関する通知

[関於在農村普遍実行村務公開和民主管理制度的通知]」を発し、同年11月に改

正・公布された『村民委員会組織法」は、 「村民委員会は、村務公開制度を実行

する。」と明記し(第22条第1項)、その項目についても具体的かつ詳細に規定し

た(第22条第2項、第19条/I 。これに先立って、 1997年9月に開催された共産

党第15回仝国代表大会の活動報告においても、農村の財務の公開について言及さ

れている29)。こうした村務公開の推進は、村民委員会の選挙改革30)と相まって展

開されたものであり、その背景には、蔓延・深刻化する腐敗の防止、草の根民主

上的報告-」 (1987年10月25日) r紅旗」 1987年第21期19頁。
27)江沢民「加快改革開放和現代化建設歩伐、奪取有中国特色社会主義事業的更大勝利
一在中国共産党第十四次全国代表大会上的報告-」 (1992年10月12日) r求是I 1992
年第21期14頁。

28)村務公開については、余維良「中国農村的村務公開制度」 (周漠華主編r我国政務
公開的実践与探索」 (中国法制出版社) 2003年　81-126頁)、胡仙芝・前掲書174
-184頁等を参照。

29)江沢民「高挙那小平理論偉大旗職、把建設有中国特色社会主義事業全面推向二十一
世定-在中国共産党第十五次全回代表大会上的報告-」 (1997年9月12日) r求是J
1997年第18期15頁。

30)村民委員会、およびその選挙改革についての研究は、日本においても比較的多く発
表されている。代表的なものとして、唐亮・前掲書155-189頁(第5章)、菱田
雅晴「中国で始まった静かなる民主化"革命"」 r世界J 1999年4月号(第660号)
201-211頁、田中信行「中国の村民委員会はどう変わったのか」 「中国研究月報」
1999年7月号(第617号) 1 -27頁、同「中国村民委員会の選挙改革」 F中国研究月
報J 2002年1月号(第647号1-20頁、同「逆風にさらされる中国農村の基層選

挙」 r中国研究月報」 2005年1月号(第683号1 -18頁等を参照。
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の拡大の対外的アピール、基層レベルにおける党の指導の再編成・再強化等、

様々な要因が混在している。村民委員会は、憲法上は「地方国家行政機関」では

なく、 「基層の大衆的自治組織」と位置づけられており(F憲法』第111条)、第1

章において指摘したように、村務公開の内容の検討・評価にあたっては、村民自

治・基層民主といった視点からも論じる必要があろう。

基層の地方国家行政機関である郷鏡のレベルにおいては、 1980年代後半から

1990年代初期に、一部の地域が「両公開-監督」という活動を開始していた。

「両公開-監督」とは、地域によってその内容が多少異なるものの、主として、

事務処理制度の公開、事務処理結果の公開、行政機関および事務処理人月の監督

を指す3ユ)。こうした活動が、上述の村務公開の影響を強く受けていたことはいう

までもない。 「両公開-監督」活動の経験の蓄積および村務公開の進展を基礎と

して、 2000年12月に、共産党中央耕公庁と国務院耕公庁は、 「全国郷鎮政権機関

において政務公開制度を全面的に推進することに関する通知[関於在全国郷鎮政

権機関全面推行政務公開制度的通知]*>」を連名で発布した。これが、郷鎮レベ

ルの政務公開に関して、中央が発布した初めての規範的文書である。同「通知」

は、 「一、指導思想、基本原則および基本的要求」、 「二、主要内容と活動方法」、

「三、監督保障制度」、 「四、組織的指導」という四つの章から構成される。この

うち、 「二、主要内容と活動方法」において、郷鎮政務公開の重点が財務公開で

あることが明示され、公開すべき内容として、以下のような事項が列挙されてい

る。すなわち、 ①行政管理・経済管理活動の事項:年度業務目標と執行情況、年

度財政・予算および執行情況、特定項目経費および使用情況、債権・債務の情況、

集団企業の請負・賃貸借・競売等の情況、プロジェクト項目の入札および社会公

益事業建設の情況等、 ②村務公開と対応する事項:郷・村税費の徴収・使用の情

況、計画出産の情況、土地徴用および土地補償費の使用の情況、補助金の配分と

利用の情況、村宅地の審査・批准の情況、救済物資の放出・優遇優待撫他の情況、

水道・電気代の徴収の情況等、 ③郷鎮政府各部門および駐在祐所の公開の事項:

31)中央紀委耕公庁編F政務公開j (中国方正出版社) 2001年　序1頁、胡仙芝.前掲
書16頁、 56頁。

32)中央紀委耕公庁編・前掲書1-6頁。
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業務職責、事務処理根拠、事務処理条件、事務処理手続、事務処理紀律、事務処

理期限監督方法および事務処理結果、執収執罰部門の料金徴収、過料の基準およ

び徴収の情況、上級主管部門が公開しなければならないことを明確に要求するそ

の他の事項、である。公開の形式については、政務公開掲示板の設置を義務づけ、

その他、会議、ラジオ、テレビ、大衆便利手帳、電子タッチパネル等を通じて、

政務を公開するとしている。

同「通知」は、その最後の部分で、 「郷鎮政務公開を推進すると同時に、_県

(市)級以上の政権機関も、政務公開実行の有効な方途を積極的に探索し、政務

公開制度を逐次推進しなければならない。」と述べている。このように、中国政

府・共産党は、政務公開を基層レベルにおいて先行させ、その実施状況を観察し

た上で、順次それを上級のレベルに引き上げるという方針を採用したわけである。

事実、中国政府・共産党が、県・市レベルの政務公開の実施を指示するのは、こ

れよりもうしばらく先のことである。

ところが、興味深いことに、中央が2000年12月に郷鎮レベルの政務公開に関す

る「通知」を発布する一年以上も前に、長春市さらには吉林省は、政務公開-の

取り組みをすでにスタートさせていたのである。以下、検討対象を長春市に移そ

う。

まず、長春市は、 1999年6月に「市長公開電話制度33)」の実施を決定したO市

長公開電話制度とは、文字どおり、一般大衆が公開電話(インターネットを含

む)の形式を通じて、長春市政府に対して、苦情、通報、建議等の事項を提起す

ることができるという制度であり、具体的な業務部門として、市長公開電話耕公

室が新設された。市長公開電話の受理範囲としては、 (-)市民の政府およびそ

の業務部門に対する意見および建議の受理、 (二)市民の政府公務員の業務効率、

業務質量、業務作風、違法違紀問題に対する意見および建議の受理、 (≡)市民

の経済建設、社会事業、都市管理の分野に対する意見および建議の受理、 (四)

社会生活における政府職権の範囲内に属する関連問題の受理、が挙げられている。

ただし、この市長公開電話制度は、 「市民第一」を謡い文句にする一方で、当時

33) 「長春市人民政府市長公開電話工作制度」 (1999年6,月10日) r長春政報」 1999年第
6期　23-25頁。
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の共産党の政治的キャンペーンであった「三講」活動(学習を論[講]じ、政治

を論じ、正気を論じる)と市長公開電話を連動させたり、市長公開電話耕公室の

職責の第一に党の路線.方針・政策の宣伝を掲げたりする等、政治的色彩の濃い

内容にもなっている。ちなみに、市長公開電話の電話番号は、 12345である。

2　政務公開の展開

1999年8月に、長春市は、 「長春市県以上政府政務公開工作意見34)」 (以下、

「政務公開工作意見」と略称)という規範的文書を発布し、本格的に政務公開へ

の取り組みを始動させた。 「政務公開工作意見」の冒頭において、 「『吉林省県以

上政府政務公開工作意見』に基づき、長春市の実際に結合させ、 『長春市県以上

政府政務公開工作意見j　を制定する。」と述べられていることから、この動きに

上級の吉林省の指導があったことは明らかである。 「政務公開工作意見」は、 「一、

政務公開の指導思想」、 「二、政務公開の範囲、内容、重点」、 「三、政務公開の形

式」、 「四、政務公開の要求」、 「五、保証措置」という五つの章から構成される。

「政務公開の範囲」とは、政務公開の対象機関(義務主体)のことであるが、

これについて、 「政務公開工作意見」は、市・県(市)区政府、および市・県

(市)区政府各部門、直属機構および政府部門の法律に基づく委託を受け行政職

能を具える事業単位を挙げている。すなわち、 「政務公開工作意見」でいう政務

公開とは、狭義の政務公開を指している。

「政務公開の内容」については、 「法律・法規および紀律が秘密を保持すべき、

および公開に通さないと規定している内容を除き、およそ行政管理の対象者の法

定の権利と関連する事項、およそ大衆の利益と関連する事項については、最大限

これを公開しなければならない。およそ公開できる権力については、その操作を

公開し、意識的に大衆の監督を受け入れなければならない。」と述べ、公開すべ

き十点の事項を列挙している。項目のみを示せば、以下のとおりである。 ①政府

各部門の職責および管理権限の公開、 ②事務処理の根拠の法律・法規および規章

制度の公開、 ③政府およびその部門が制定・実施した政策・規定、公開に適する

34) 「長春市県以上政府政務公開工作意見」 (1999年8月25日) r長春政報」 1999年第8
期　24-25頁、 31頁。
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文書および政府の重要な業務の公開、④事務処理の条件、基準および要求の公開、

(9事務処理の手続の公開、⑥事務処理の時限の公開、⑦事務処理の結果の公開、

⑧大衆に便宜を図る[便民]措置の公開、⑨事務処理の紀律および廉政・勤政制

度の公開、⑲責任追究の方法の公開。

「政務公開の形式」については、(-)新聞・雑誌、ラジオ、テレビ等のマスメ

ディアを通じての公開、(二)文書、事務処理便覧、宣伝材料等の形式を通じて

の公開、(≡)プレスブリーフィング、諮問会、説明会、回答会等の会議を通じ

ての公開、(四)事務処理指南、事務処理工程表、看板サービス、デスク表示等

の案内手段を通じての公開、(五)公開欄、公開板、壁新聞等の形式を通じての

公開、(六)インターネット等の手段を通じての公開、(七)その他の形式を通じ

ての公開、を規定している。いずれの形式も、長春市政府による自発的公開[主

動公開]を意味するものであり、公民の申請に基づく公開については言及されて

いないoそれゆえ、「保証措置」についても、(-)組織的指導の強化、(二)監

督・考課メカニズムの確立、という二点を挙げるにとどまっている。

このように、長春市の政務公開への取り組みにおいて、「政務公開工作意見」A

は、公開の対象機関を明確化し、政務公開の内容および形式を具体的かつ詳細に

定めた初めての規範的文書であると位置づけることができるものの、他方で、公

民の情報公開請求権を規定するには至っていない、政務公開実施の保証措置も不

十分である、といった問題点も内包してい/-35>
>・-。
続いて、翌2000年5月に、長春市政務公開指導小観は、「2000年全市政務公開

実施意見36)」(以下、「2000年実施意見」と略称)を発布した。ところが、「2000

35)ただし、 「政務公開工作意見」の通知がなされた同じ日に開催された全市県以上政
府政務公開動員会議において、李華理長春市副市長は、 「社会主義的民主政治の本
質は、人民が国家の主人公となることであるが、もし、政務がはっきりせず、規則
が不明確であり、透明度が高くなく、随意性が大きく、人民大衆が情況を知らなけ

れば、国家の主人公としての権利を行使することは不可能であり、人民が国家の主
人公となるということは、空理空論となってしまう。知る権利[知情権]がなけれ
ば、議政権もなく、監督権もないのである。」と「知る権利」に言及した講話を

行っている(「李華理副市長在全市県以上政府政務公開動員会議上的講話」 (1999年
8月25日) r長春政報J 1999年第8期　4頁)0

36) 「2000年全市政務公開工作実施意見」 (2000年5月16日) F長春政報」 2000年第5期
36-38頁。
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年実施意見」は、 「政務公開工作意見」を再確認したものにすぎず、県(市) ・区

政府に政務公開指導小組の設置を要求したこと以外、その内容は新味に乏しい。

そればかりか、政務公開の当面の具体的目標として、市長公開電話制度の充実と

後述する「一端式」事務・「一条龍」服務の実現をも挙げており、あたかも、政

務公開の問題が行政効率の向上の問題に倭小化されてしまったかのような印象さ

え与えている。当時、真撃に「政務公開工作意見」の要求を実施に移していたた

めに新しい内容を提示する必要がなかったのであろうか、それとも、背伸びして

比較的早い時期に政務公開に関する規範的文書を出したものの、その先どうして

いいかわからずおろおろしていただけだったのであろうか。

「-姑式」 (「-庁式」)事務とは、 -カ所において各種の手続を行うことができ

るということであり、 「一条龍」服務とは、ある手続について、 -カ所において

最初から最後まで行うことができるということである.この「一端式」 (「-庁

式」)事務、 「一条龍」服務の実現のための象徴的施設として、 2002年10月に長春

市政務中心が市の西部の緑園区普陽街にオープンした。長春市政務中心の管理に

ついては、市政務公開耕公室が責任を負うとされていることから、長春市政府が

長春市政務中心の活動を政務公開の重要課題と位置づけていることがわかる。

2004年11月に北京で開催された全国政務公開工作経験交流会議においても、長春

市政務公開指導小組は、長春市政務中心の開設について、 「.・・ 『一つの窓口』を

実現し、窓口の事務処理権限がはっきりせず、大衆が事務処理にあたり何度も

行ったり来たりするという長い間解決されてこなかった難題を解決した37)。」と

その意義を自画自賛している。なお、長春市政務中心が開設されたのと同じ年に、

市の中心街の南関区解放大路に吉林省政務大庁もオープンしている。

「2000年実施意見」の発布以降、公務活動の管理や公文書の管理に関する文書

はいくつか出されたものの38)、政務公開そのものに関する規範的文書はしばらく

発布されることはなかった。長春市政府の政務公開へ向けた模索(?)が続いて

37)吉林省長春市政務公開額導小組「創新公開載体、増強公開実効、積極探索利民便民

新途径」 (全国政務公開額導小組耕公室編F推行政務公開　建設法治政府j (中国方
正出版社) 2005年　56頁)。なお、同書には、 「内部発行」の文字が印刷されている
が、北京の最もポピュラーな書店の一つである王府井の新華書店において普通に販
売されていた。
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いたわけである。

他方で、この間、吉林省政府は、政務公開の推進を呼びかける規範的文書を繰

り返し発布している　　2001年6月には、吉林省の各級政府、政府各部門および

法律に基づき行政職能を履行する事業単位の政務公開への取り組みに対する考

課・評定と賞罰を具体的に規定した「吉林省政務公開工作考課[考核]施行耕

法40)」が制定された。

こうした吉林省政府の「圧力」を受ける形で、長春市政府は、吉林省政府が

「さらによりよく政務公開工作を進める~ことに関する意見[関於進一歩倣好政務

公開工作的意見]」を発した直後の2003年7月に、 「2003-2004年度"陽光政務"

推進年活動実施方案41)」 (以下、 「陽光政務実施方案」と略称)を発表した。 「陽

光政務実施方案」は、活動の主要内容として、 ① 「十公開」制度42)を定着させる、

②建設プロジェクトの入札、政府調達等の行政資源および公共資源の配置の全過

程を公開する、 (卦政府の重大な政策決定、重要な決定、重大な事項について、速

やかに社会に対して公開・発布する、 ④マスメディアまたはその他の形式の媒体

38)例えば、 「長春市人民政府雛公庁公務活動管理制度」 2003年1月22日) F長春政

報J 2003年第1期　32-33頁、 「長春市人民政府桝公庁公文耕理規則」 (2003年1月
22B) f長春政報』 2003年第1期　34-35頁等.

39)主要なものとして、 「吉林省人民政府関於2001年全省政務公開工作的安排意見」

(2001年2月18日) 『書林政報』 2001年第5期　25-26頁、 「吉林省人民政府桝公庁
関於倣好当前政務公開工作的通知」 (2001年10月10日) F書林政報」 2001年第22期
38-39頁、 「吉林省人民政府関於2002年仝省政務公開工作安排意見」 (2002年4月29
日) F書林政報』 2002年第10期　30-33頁、 「吉林省人民政府関於進一歩倣好政務公
開工作的意見」 (2003年5月28日) F書林政報I 2003年第13期　22-24頁等。また、
2001年6月には、上述した「全国郷鎮政権機関において政務公開制度を全面的に推

進することに関する通知」を受けて、共産党吉林省委員会と吉林省人民政府は、
「郷級以上の人民政府において政務公開制度を全面的に推進することに関する若干
の規定[関於在郷級以上人民政府全面推行政務公開制度的若干規定]」を連名で発

布している(「中共吉林省委　吉林省人民政府関於在郷級以上人民政府全面推行政
務公開制度的若干規定」 (2001年6月8 B) r吉林政報J 2001年第15期　24-26頁)0

40) 「吉林省政務公開工作考核施行耕法」 (2001年6月7日) F書林政報J 2001年第13期
25-27頁。

41) 「2003-2004年度"陽光政務"推進年活動実施方案」 (2003年7月25日) F長春政
報J 2003年第8期　33-34頁。

42) 「十公開」制度とは、吉林省政府が提起したもので、吉林省の各級政府・各部門が、
審査・批准・執法・費用徴収の①事項、 ②具体的職能単位、 ③法律政策根拠、 ④条
件、 ⑤手続、 ⑥時限、 ⑦結果、 ⑧紀律・廉政制度、 ⑨責任追究方法、 ⑲苦情通報単
位・電話、を公開することをその内容とする。
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を通じて、服務承諾および廉政承諾を公開し、大衆の監督を受け入れる、 ⑤機関

内部の事務についても機関の大衆に対して公開する、 (り大衆が強い反応を示す違

法・違紀・違諾行為を真撃に調査・処置し、公開する、 ⑦「インターネット公

開」を強力に推進する、 ⑧全市において社区公開を実施する、という八項目を挙

げている。重要な点は.、それらの活動にそれぞれ期限を設け、各県(市) ・区の

人民政府、各部門に、自己検査およびその結果の提出を命じていることである。

ただし、そうした検査・報告の内容を一般大衆に公開するという点については言

及されていない。各人民政府・各部門の考課・賞罰に関係させると述べられてい

るだけである。

以上のように、長春市政府の一連の政務公開への取り組みは、第一に、すべて

政府による自発的公開をその内容としていたこと、第二に、実効性の担保につい

ては考課・賞罰等、内部の監督メカニズムに依拠していたことという二つの大き

な特徴を有していた。この状況に転機をもたらしたのが、 「長春市政府情報[信

息]公開規定(暫行蝣)43)」 (以下、 「長春市規定」と略称)の制定である。

3　政務公開から情報公開へ～ 「長春市政府情報公開規定(暫行)」

2004年6月に長春市政府が発布した「長春市人民政府の2004年全市政務公開工

作に関する実施意見[長春市人民政府関於2004年全市政務公開工作的実施意

見r」 (以下、 「2004年実施意見」と略称)において、 「今年、 『長春市人民政府

情報[信息]公開規定j、 『長春市人民政府の人民大衆の建議公開募集に関する実

施耕法[長春市人民政府関於人民群衆建議公開征集実施耕法]』、 『長春市人民政

府の公用事業単位の事務処理公開に関する意見[長春市人民政府関於公用事業単

位難事公開的意見]』等の文書が陸続と制定・実施される」ことが明らかにされ

た。 「情報[信息]公開」という語が長春市の規範的文書に登場したのは、おそ

らくこの時が初.めてではないか、と思われる45)。 「2004年実施意見」においては、

43) 「長春市政府信息公開規定(暫行)」 (2004年11月5日) r長春政報」 2004年第11期
24-26頁。

44) 「長春市人民政府関於2004年全市政務公開工作的実施意見」 (2004年6月21日) 『長
春政報J 2004年第7期　33-36頁。
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さらに、 「政府情報公開目録・指南」、 「インターネット情報公開」等、数カ所に

おいて「情報公開」という語が使われている。他方で、 「2004年実施意見」は、

「政務公開」という語も併用しており、両者の区別は明らかではない。長春市に

おいて「情報公開」という語が使用され始めた背景に、 2002年10月の広州市を皮

切りにすでにいくつかの直轄市・省都において「情報公開」という語を名称に用

いた地方政府規章が採択・公布(発布)されていたという事情があったことは容

易に推測がつく。

長春市に先立って、まず、 2004年7月に吉林省政府が『吉林省政務情報[信

息]公開管理耕法46)』 (以下、 『吉林省耕法』と略称)という地方政府規章を採択

した。 「長春市規定」は、一部を除き、これをほぼ忠実にトレースした内容と

なっている。なお、付け加えれば、 『吉林省耕法』の内容も、 2004年1月に採

択・公布された『上海市政府情報[信息]公開規定』 (以下、 『上海市規定』と略

称)をかなりの程度において模倣したものである47)。

「長春市規定」は、 2004年11月に発布された。全二十二ヵ条からなり、章立て

はなされていない。条文形式を採っており、一見すると地方政府規章のようにみ

えるが、どうやらそうではなく、規範的文書の一つのようである。というのも、

『長春政報』をみる限り、 「長春市規定」は、 「人民政府令」により公布されたわ

けではなく、長春市人民政府がこれを各県(市) ・区人民政府、各局、各直属機

構へ通知したにすぎない。そのため、その通知の日時が11月5日であるにもかか

わらず、施行日がそれより前の10月30日である(第22条)というタイムラグまで

生じてしまっている。また、 『長春政報』において、 「長春市規定」は、 「地方政

府規章」の箇所ではなく、 「市政府文書」の箇所に掲載されているのである。

ただ、地方政府規章であれ規範的文書であれ、 「長春市規定」が、長春市の政

45)規範的文書以外では、 2004年2月に開催された長春市人民代表大会の政府活動報告
において、祝業精市長が「政府情報[信息]公開」という語を用いている(祝業精
「政府工作報告」 (2004年2月2日) F長春政報』 2004年専刊10頁)0

46) r吉林省政務信息公開管理耕法』 (2004年7月22日) 『吾林政報』 2004年第20期　32
-34頁。

47) r広州市規定J (2002年10月公布)と　F上海市規定I (2004年1月公布)は、制定時
期が比較的早かったということもあり、他の地域が「情報公開規定」を制定する際
の雛形となった。
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務公開への取り組みを検討するにあたり、決定的に重要な文書であることは間違

いない。以下、その内容を概観しておきたい。

まず、 「長春市規定」は、 「公正・透明な行政管理体制を確立し、公民、法人お

よびその他の組織の知る権利を保障し、政府機関が法律に基づき職責を履行する

ことを監督する」ことをその目的としている(第1条)0 「知る権利」の保障を制

定目的の筆頭に配置した広州市とは異なり、 「公正・透明な行政管理体制の確

立」が制定目的の筆頭に配置されているが、それでも「知る権利」明記の意義は

大きい。

次に、 「政府情報」を「政府機関が製作・掌握する、経済・社会管理および公

共サービスと関連する、紙質、フイルム、磁気テープ、磁気ディスクおよびその

他の電子メモリー等の媒体に反映された文書資料」と、 「政府機関」を「本市各

級人民政府およびその業務部門、派出機構およびその他の法律に基づき行政職権

を行使する組織」と、それぞれ定義している(第2条)。情報化社会の進展、と

りわけインターネットの普及を考慮して、いわゆる「電磁的記録」をも「政府情

報」の範囲に含めたのであろう。こうした考慮は、情報公開の申請提出方法、自

発的公開の方法等、他の箇所においても散見される。

第3条第1項では、 「本規定第8条が列挙した法律に基づき公開を免除するも

のを除き、およそ経済・社会管理および公共サービスと関連する政府情報につい

ては、すべて公開し、または申請に基づき提供する。」と述べられている。広州

市、武漢市、杭州市等のように、 「公開を原則とし非公開を例外とする」という

文言はないものの、それとほぼ同様の趣旨に基づく規定であると考えてよい。そ

して、第1条の「知る権利」の保障、第3条第1項の情報公開の原則を再確認す

るものとして、第5条が、 「公民、法人その他の組織は、本規定に基づき、政府

機関に関連の政府情報を提供するよう要求する権利を有する。」と公民等の情報

公開請求権を明定している。

「長春市規定」が、政府情報の自発的公開と申請に基づく公開の双方を射程に

入れていることは、第3条第1項の文言からも明らかである。政府機関による自

発的公開については、第6条が長春市の政務公開史上、これまでにない詳細な内

容を規定しているO (-)管理規範および社会発展計画の分野、 (二)公衆と密接
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に関連する重大事項の分野、 (≡)公共資金の使用および監督の分野、 (四)政府

機構および人事の分野、 (五)法律・法曳・現車が公開しなければならないと規

定するその他の政府情報、という項目が設けられ、それぞれの項目でさらに具体

的な内容が列挙されている。これまでも推進してきた自発的公開について、それ

を義務づけた点に一定の意義があるように思われる48)。加えて、政府が決定する

政策や制定する規定が、公民や法人の重大な利益に関わったり、重大な社会的影

響を有するような場合には、その草案を社会に公開し、十分に公衆の意見を聴取

しなければならない(第7条)。自発的公開の方法は、これまでとあまり大きな

変化はない。 『長春政報』または『長春日報』等の新聞・雑誌、市政府ホーム

ページ、ラジオ・テレビ等の公共メディア、公共閲覧室・政務公開板・電子スク

リーン・電子タッチパネル等を通じての公開である(第13条)。その他、政府機

関は、政府情報公開指南および自発的公開の範囲に属する政府情報目録を編纂し、

それらを随時更新しなければならず(第15条)、また、政府スポークスマン制度

を確立しなければならない(第17条)0

公開を免除する政府情報も明確化した。 (-)国家秘密に属するもの、 (二)商

業秘密に属し、または公開が商業秘密の漏洩をもたらす可能性があるもの、

(≡)個人のプライバシーに属し、または公開が個人のプライバシーに対して不

当な侵害を構成する可能性があるもの、 (四)現在、調査・討論・処理の過程に

ある事項、ただし、法律・法規が本規定とは別に規定を設けているものは除外す

る、 (五)行政執法と関連し、公開後、検査・調査・証拠収集等の執法活動に影

響を与える可能性があり、またはその他の組織・個人の財産もしくは生命の安全

に危害をもたらす可能性があるもの、 (六)法律・法規が公開を免除すると規定

しているその他の事項、が公開が免除される政府情報である(第8条)。注意す

べきは、 『吉林省耕法』が「公開しない[不予公開]」としていた表現が、 「長春

市規定」では、 「公開を免除する[免予公開]」という表現になっている点である。

48)公民による情報公開の申請がなくても、一定の政府行政情報についての公開が義務
づけられる制度は、義務的情報公開制度と呼ばれる。日本の情報公開法においては、
このような義務的情報公開制度は設けられていない(松井茂記・前掲F情報公開法
(第2版)」 1-2頁)。
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「政敵情報は公開が原則である」という立場に立つ時、中国語にしてこのわずか

一文字の違いは非常に重要である49)。

申請に基づく公開については、第9条が、 「公民、法人およびその他の組織が、

本規定第6条に基づき政府情報の取得を要求する場合には、封書、電報、ファッ

クス、電子メール等の形式を用いて、政府情報を掌握する政府機関に対して申請

を提出することができる。」と規定している。実は、この条項には重大な疑問が

ある。 「本規定第6条に基づき」とあるが、第6条とは、上述のとおり政府機関

による自発的公開を定めた条項であり、それに基づいて公開申請を提出すること

とはいかなることを指すのかよくわからないのである。第6条に列挙された情報

についてのみ、公開申請を提出することができる、と理解するのであれば、第9

条はあまりに無意味な条項となってしまう。第6条に列挙された情報は、公開申

請を提出しなくても、政府機関は自発的公開の義務を負っているからである。こ

の点、 「長春市規定」が『吉林省耕法』、さらには『上海市規定』をトレースして

いることはすでに指摘した。 『吉林省耕法』、 『上海市規定』にも、 「長春市規定」

の第9条と同内容の条項がある。ところが、いずれも、公開申請の提出にあたり、

依拠する条項は政府機関による自発的公開を定めた条項ではなく、その一つ前の

条項、つまり「長春市規定」でいえば、第5条の公民等の情報公開請求権を定め

た条項なのである。 「長春市規定」第9条の文言は立法のミスなのであろうか。

筆者が参照した『長春政報』は、第1章で言及したように「長春市人民政府公

報」である。 『立法法』は、地方政府規章については、地方人民政府公報に掲載

された規章のテキストを標準のテキストとすることを規定しており(第77条第3

項)、 『立法法』の施行を受けて、 2000年10月に、長春市は「長春市人民政府の

『長春政報』が掲載した市政府規章のテキストを標準のテキストと確定すること

に関する通知[長春市人民政府関於確定《長春政報≫刊登的市政府規章文本為標

49)この点については、中国の学者の一部も意識してきた。例えば、劉草、呂艶浜両氏
は、 「F非公開』とは、 『絶対的に非公開』または『公開してはならない」というこ
とではなく、 『公開しなくてもよい」ということである。なぜなら、情報公開法は
秘密保護法ではなく、それの非公開に対する規定は、公共の利益とその他の利益と
の権衡を考慮するという基礎の上に、行政機関の公開義務の免除を許容したものに

すぎないからである。」と指摘している(劉華、呂艶浜・前掲論文150頁)。
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準文本的通知]班)J　を発布している。長春市人民政府のホームページでも「長春

市規定」の文言を確認したが、 『長春政報』の文言と同じであった。単なる誤植

というわけではない。

申請に基づく公開の手続的流れについては、第10条が六種類の決定を規定して

いる。すなわち、 (-)公開の範囲に属する場合には、速やかに提供し、または

申請人が当該政府情報を取得しうる方式と方途を告知しなければならない、

(二)公開を免除する範囲に属する場合には、申請人に公開しないことを告知し

なければならない、 (三)受理機関の掌握の範囲に属さない場合には、そのこと

を申請人に告知し、当該情報の掌握機関を確定しうる場合には、その連絡方式を

告知しなければならない、 (四)提供を申請した政府情報が存在しない場合には、

そのことを申請人に告知しなければならない、 (五)申請内容が不明確な場合に

は、申請人に申請内容を変更・補正するよう告知しなければならない、 (六)提

供を要求した政府情報に公開を免除する内容が含まれていたが、区別して処理し

うる場合には、政府機関は公開しうる内容を提供しなければならない。回答の期

限は、その場で回答できるものを除き、 5日(業務日)以内である。また、申請

人に情報を提供する場合、提供の期限は、その場で提供できるものを除き、 5日

(業務日)以内である。ただし、いずれの場合も、政府機関の情報公開機構の責

任者の同意を得てさらに期限を最長5日(業務日)延長することができる(第11

条)。 5日という期間は、他の地域と比べると比較的短い。

自発的公開または申請に基づく公開において、公民等が提供された情報に誤り

があることを発見した場合には、政府機関は直ちにこれを是正しなければならな

い(第14条)。この点、広州市や上海市、吉林省では、誤りの是正を要求するこ

とを公民等の権利として明記しているが、 「長春市規定」に「権利を有する[有

権]」という文字はみられない。

権利救済制度については、市政府耕公庁による政府情報公開行為に対する監督、

検査および考課、政府機関が本規定に違反した場合の市政府耕公庁による是正命

令および行政処分、さらに、公民等による同級・上級政府の事務部門・監察部門

50) 「長春市人民政府関於確定〈長春政報〉刊登的市政府規章文本為標準文本的通知」
(2000年10月13日) F長春政報」 2000年第10期　23頁。
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への通報を規定しているにすぎない(第20条)。公民には行政不服審査や行政訴

訟の提起が認められていないのである。このことは、 「長春市規定」が規範的文

書にすぎないこととも関係しているのかもしれないが、権利救済制度としてはき

わめて不十分であるといわざるをえない。

このような「長春市規定」は、政府による自発的公開に加えて公民の申請に基

づく公開を規定している点で、これまでの長春市の政務公開への取り組みを次の

段階-引き上げるものであると評価できる。他方で、もう一つの特徴である実効

性の担保の不十分性という点については、 「長春市規定」においても大きく改善

されることはなかった。

Ⅲ　長春市の政務公開の実際

中国において、法と政治に関連する分野の実際の状況を観察・調査することに

は、多くの困難と制約が伴う。すでにみてきたように、政務公開は、 「共産党の

指導」とも関わる政治的に「敏感」な政策課題であるため、その困難性の度合い

はひときわ大きい。筆者は、 2004年と2005年の夏に、それぞれ長春を訪れ、政務

公開について、 『長春政報』と『吉林政報』を中心に資料を収集し、関連の研究

者と交流の機会をもった　2005年には、実際に長春市政務中心と吉林省政務大庁

に足を運んでみた。それらの経験により、長春市の政務公開について、あくまで

も「周辺」部分にすぎないものの、その実態の一端を垣間みることができた。

1 『長春政報』と『吉林政報』

『長春政報』は、 1985年発刊の月刊誌である。従来は、政府機関・共産党の内

部向けに発行されていたようであるが、上述したように、 『立法法』の制定や長

春市の政務公開への取り組みの中で、 「長春市人民政府公報」としての位置づけ

が明確化された。そのことを実際に示す興味深い変化が、表紙に印字されている

副題である　2004年第5期まで「長春市人民政府機関報」とされていたものが、

2004年第6期以降、 「長春市人民政府公報」となっている。 『長春政報』には、掲

載が義務づけられている「地方的法規」、 「地方政府規章」、規範的文書(「市政府

文書」と「市政府耕公庁文書」とに区別)以外に、 「政府活動報告」、 「指導者講
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話」、 「政務動態」、 「経験交流」、吉林省の重要な地方的法規・地方政府規章・規

範的文書等も掲載されている。また、各号の最後には、 「市長公開電話(運行)

給述」、 「市政府および市政府耕公庁発文目録」、 「長春市人民政府大事記」といっ

た項目が設けられている。

『書林政報』は、 1950年代に発刊され、その後一度停刊となったが、 1982年に

復刊した。現在は隔週発行[半月刊]である。 『長春政報』と同様の理由から、

『吉林政報』の副題も、 2003年第24期まで「吉林省人民政府主離」とされていた

ものが、 2004年第1期以降、 「吉林省人民政府公報」となっている。 『吉林政報』

の変化として、もう一点注目しておきたいのが、その定価である　2003年第24期

まで3元とされていたものが、 2004年第1期以降、無料となっ/>- 。公共サービ

スの提供という視点からすれば、歓迎されるべき変化である。 『書林政報』の掲

載内容も、 『長春政報』のそれとほぼ同じスタイルである。 「政務公開専門欄」と

いう項目もあり、各部門や吉林省各都市の試み等を紹介している。各号の最後に

は、 「政務要聞」、 「人事任免」といった項目が設けられている。

『長春政報』と『書林政報』は、長春市政府と吉林省政府による政府情報の自

発的公開の媒体として、重要な位置づけを与えられているにもかかわらず、筆者

のみたところ、一般大衆がこれを手にする機会はほとんどないといってよい。こ

れは、ただ単に、一般大衆がこのような政府公報に興味を示さないからだけでは

なく、長春市がその環境整備を怠っているからでもある。筆者が2005年の夏に長

春を訪れた際、両公報は、吉林省図書館におかれていただけで、長春市図書館に

はおかれていなかった。長春市図書館が『長春政報』をおいていないのは問題で

あろう。また、書林大学、東北師範大学の図書館や法学部資料室も両公報を所蔵

していなかった。吉林省は、長春市に比べて多少真剣にこの課題に取り組んでお

り、 2001年には、 『書林政報』の宣伝・発行に関する会議も開催している㍊)。最

近の数号だけではあるが、吉林省政務大庁には、 『吉林政報』の無料頒布コ-

51)洪虎「不断創新、服務大局」 F吉林政報』 2004年第1期　巻首語1頁。
52) 「仝省政報工作会議在長春召開」 F吉林政報　2001年第17期　36頁、 40頁、 「吉林省
人民政府桝公庁関於認真倣好2002年度〈書林政報》宣伝発行工作的通知」 (2001年
9月1日) F書林政報』 2001年第17期　41頁。
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ナ-も設けられていた。この点について、上海市や鄭州市の情報公開規定は、政

府庁舎、棺案館、公共図書館、書店、郵便局等に政府公報の無料閲覧・頒布コー

ナーを設けなければならないと規定している。長春市の状況はあまりにお寒い。

中国の学術界・実務界は、立法の公開を政務公開の重要な成果として高く評価

してきた53)。確かに、政府による自発的公開をその主要な内容とする政務公開の

趣旨からすれば、 『立法法』や情報公開規定によって地方的法規・地方政府規

章・規範的文書の公開が義務づけられたことの意義は小さくない。しかしながら、

「知る権利」の保障を目的とする情報公開の趣旨からすれば、立法の公開は情報

公開の成果ではなく、むしろその前提と考えるべきであろう。長春市の場合、現

段階においては、立法の公開について、制度と実践の両面で改善すべき課題はな

お多いように思われる。

2　長春市政務中心と吉林省政務大庁

中国の省人民政府や市人民政府の庁舎は、日本でいう県庁や市役所に相当する

が、その敷居は高く、日本のように用事もないのに気軽に訪ねていけるわけでは

ない。また、婚姻・離婚ならば民政部門-、転出・転入ならば公安部門へ、とい

うようにそれぞれ出向いて手続を行うが、こうした行政部門は-カ所に集中して

おらずその不便さが指摘されていた。この不便さを解消する試みが、長春市政務

中心・吉林省政務大庁の建設・業務開始による「-姑式」事務・ 「一条龍」服務

の実現であったのである。

2002年に業務を開始した長春市政務中心は八階建ての立派な建物である。入口

で登記する必要はなく、門衛に呼び止められることもない。 「受付にテーブルが

ある。しかも、そのテーブルが低い。一般庶民の側に椅子がある。一般庶民が椅

子に座って相談・各種手続を行い、それに対して、市の職員が立って応対してい

る。以前は逆だった。」筆者に同行して下さった東北師範大学の王景斌氏の感想

である。 「官本位」の意識が根強い中国において、このような変化の兆候が表れ

53)皮純協、劉飛宇・前掲論文　8頁、陳斯喜「我国立法公開的現状与未来」 (周漠華
主編・前掲書　50-80頁)、李岳徳「中国政府信息公開制度現状及其完善」 (周漠華
主編・前掲書　308-310頁)等。
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ていることは、長年中国の行政法を研究してきた王景斌氏にとっても感慨深かっ

たのだろう。

市政務中心には、 2005年8月の時点において、民政局や公安局はまだ入ってい

なかったが、工商行政管理局や労働・社会保障局等が窓口業務を行っていた。企

業登記、各種許認可、退職、再就業等に関する簡単なパンフレット(事務処理指

南)も無料頒布していた。他方で、この市政務中心が長春市の政務公開の基地と

なりうるかどうかといえば、やや心許ない。三階に「長春市政府政務公開桝公

室」があり、筆者は王景斌氏とともに向群公室を訪ね、副所長にインタビューを

実施したが、業務らしい業務を行っているという印象は受けなかった。同耕公室

には一般大衆向けの窓口はなく、公民が情報公開の申請をなすにあたってはきわ

めて不便である。また、文書閲覧室のようなものも市政務中心にはなかった。

吉林省政務大庁は、長春市の中心街に位置しているため、敷地面積は市政務中

心に比べ狭い。執務室はすべてガラス張りとなっており、やはり、公共サービス

意識をうかがわせる。市政務中心と異なるのは、政務公開に関する部分である。

五階にある「省政務公開協調耕公室」はおそらく「長春市政府政務公開桝公室」

と同様の性格を有するものであろうが(末訪問)、それ以外に、一般大衆向けに

二階に「省政府現行文書閲覧室」があった。入室には入口で登記し、文書閲覧の

目的を記載する必要があるが、実際の運用は緩やかであり、無目的でも入室し文

書を閲覧することができた。その他、二階にコピー室、一階に行政不服申立およ

び法律相談の窓口があった。

長春市の政務公開のアピールポイントである市長公開電話の開設も市政務中心

の業務開始も、政務公開の内容というよりも、むしろ公共サービスの提供、さら

にいえば、公共サービス提供のための環境整備にすぎない。それでも、こうした

環境整備が、長春市の政務公開・情報公開に対して物質的基礎を提供するもので

あることは間違いない。

3　「長春市政府情報公開瀧定(暫行)」の運用状況

長春市の政務公開・情報公開の実際を観察するにあたり、筆者の最大の関心は、

「長春市規定」がどのように運用されているのかという点にあるのだが、 「長春市
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規定」は施行されてからまだ一年余りしか経過しておらず、現在のところ、その

運用状況については不明である。もちろん、中国において、法の運用にはきわめ

て不透明な部分が多く、施行後月日が経過したからといって、その運用状況が

はっきりしてくるわけではない。

まず、 「長春市規定」は一般大衆にとって利用しやすいものなのであろうか。

この点、すでに述べたように、市政務中心には専門の情報公開申請受理窓口はな

く、直接来訪しての情報公開申請には不便が予想される。他方で、インターネッ

トを利用すれば、比較的簡単に情報公開申請が行える。長春市人民政府、または

各区人民政府のホームページにアクセスして、そこに掲載されている「政府情報

公開申請表」 〔資料3〕に必要事項を記入して送信すればよいのである。

次に、物理的に利用が容易であっても、情報公開を申請するにあたり、心理的

な圧迫はないのだろうか。公共サービス意識が向上しているとはいえ、依然とし

て「官本位」の意識が根強い中国においては、公民が情報公開を申請するにあた

り、行政当局による有形・無形の事前の圧力、事後の報復が予想されよう。 『行

政訴訟法』の施行にあたって指摘された問題と同様の問題が情報公開申請につい

ても起こりうる54)。 「長春市規定」は、監督規定を設けているが(第20条)、それ

がどこまで機能するかはわからない。

上海市、武漢市、杭州市の情報公開規定は、毎年3月末に市政府の情報公開年

度報告の公布を義務づけている。このうち、上海市はすでに「2004年政府情報公

開年度報告55)」を作成し、情報公開規定が施行された2004年5月1日から同年12

月31日までの詳細なデータを公表している。申請に基づく政府情報公開の部分の

みを簡単に紹介すれば、政府情報公開申請の総数は8799件で、申請量の上位5位

は市人事局、市公安局、市工商局、市労働保障局、市文化・ラジオ・テレビ局で

ある。このうち、すでに回答がなされたものオ唱722件で、その内訳は、 「公開の

同意」が6913件(79.3%)、 「部分的公開の同意」が479件(5.5%)、 「関連情報の

未提供」が1330件(15.2%)、となっている。さらに、 「関連情報の未提供」の内

54)王農「人権と行政訴訟一民が官を訴える-」 (土屋英雄編著F中国の人権と法一歴
史、現在そして展望-』 (明石書店1998年　240-241頁)0

55)中国上海市人民政府ホームページ(http://www.shanghai.gov.cn/) c
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〔資料3 〕政府情報公開申請表

※中国長春市人民政府法制雛公室ホームページ(http://fzbgs.ch,叫gchun.jl.cn/index.jsp)よ

り転載。
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訳は、 「情報の不存在」が380件、 「本部門が掌握しないもの」が471件、 「申請内

容の不明確」が119件、 「公開免除の範囲内」が87件、 「その他の原因」が273件、

である。政府情報公開事務に関する行政不服審査の申請は38件あり、争議は家屋

の取り壊し・立ち退き、社会保障、戸籍政策、建設プロジェクトに集中している。

行政訴訟は6件提起されている。

情報隠蔽の印象の強い中国において、上海市がここまで詳細な情報公開年度報

告を公表したことは正直いって驚きである。 「長春市規定」には、情報公開年度

報告に関する規定はおかれていない。長春市がここまでできるであろうか。長春

市も、 2005年の1月の「政府活動報告56)」の中で、政務情報公開諮問点の設置、

プレスブリーフィングの開催、市長公開電話の受理等について、その数値を一部

公表しており、とりあえずは、 2006年の「政府活動報告」に注目してみたい。

おわりに

以上、吉林省長春市の政務公開・情報公開の「進展」と現況について、制度と

実践の両面から検討を加え、その問題点を析出してきた。ここで、暫定的な結論

と残された課題を提示しておきたい。

第-に、長春市の政務公開・情報公開の「進展」と現況に対する評価である。

長春市の政務公開・情報公開-の取り組みの進捗状況は、他の地域に比べて著し

く早いわけでも遅いわけでもない。また、情報公開規定の内容も、他の地域と比

べれば標準的なレベルはクリアしていると評価してよい。ただ、注意しておきた

いのは、松井氏が力説し、中国の学者も少なからず論及している「政務公開と情

報公開の相違」、 「情報提供と情報公開の相違」について、長春市政府が十分に意

識していないのではないか、という点である。このことは、第2章で指摘したよ

うに、情報公開規定における権利政済制度の不十分性にも表れている。 2004年11

月の全国政務公開工作経験交流会議における長春市政務公開指導小組の報告も、

依然として、市政務中心と市長公開電話を長春市の政務公開の成果として強くア

ピールする内容のものであり、当時制定直後であった「長春市規定」は「陽光政

56)祝業精「政府工作報告」 (2005年1月12日) F長春政報I 2005年第2期　4-13頁。
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務推進年」活動の一環として言及されたにすぎなかった　2005年4月に発布さ

れた「2005年全市政務公開工作の実施意見58)」においても、相変わらず無原則に

「政務公開」と「情報公開」という語が併用されており、長春市の認識に全くと

いっていいほど変化はみられていない。

第二に、 「長春市規定」の制定等、長春市の政務公開・情報公開-の取り組み

に民意がどの程度反映されたのか、という問題である。 『立法法』は、法律の制

定に際して各分野の意見を広範に聴取すべきことを規定している(第74条、第34

条第1項)。実際に、広州市や南寧市(広西壮族自治区区都)は、情報公開規定

の制定にあたり、その草案を社会に公表し一般大衆の意見を集めた。しかしなが

ら、長春市がこのようなことを行った形跡はみられない。現在のところ、市政務

中心は盛況であり、市長公開電話もそれなりに利用されているようであるから、

長春市がいうところの政務公開には一定の成果がみられているのかもしれない。

しかしながら、 「知る権利」の保障を目的とする情報公開に対して、一般大衆は

どれほど関心をもっているのであろうか。この点において、長春市政府と一般大

衆との間を媒介する役割を期待されるのが法学者・政治学者をはじめとする知識

人である。書林大学、東北師範大学という二つの国家重点大学をはじめとする長

春市の研究機関、あるいはそれらに所属する個々の法学者・政治学者は、長春市

の政務公開・情報公開に関する政策形成や規範的文書の作成にどの程度関与した

のであろうか。筆者は、長春市の政務公開・情報公開に関する彼らの研究成果を

目にしたことはない。長春市人民政府法律顧問を務めた行政法学者王景斌氏も、

長春市の政務公開・情報公開についてはノータッチであったという。

これらは、情報公開規定を制定した背景に高い市民意識・権利意識が存在して

いたことが推測される広州市や深川市とは対照をなしている。広州市の場合、情

報公開規定が制定されてしばらくして後に、中山大学法学院院長劉恒民らが情報

公開に関する著書を刊行し、その中で、 『広州市規定』の内容およびその問題点

57)吉林省長春市政務公開領導小組・前掲報告(全国政務公開領導小組耕公室偏・前掲
書　55-59頁)0

58) 「2005年全市政務公開工作的実施意見」 (2005年4月21日) F長春政劉2005年第5
期(中国長春市人民政府ホームページ(http://www.cc.jl.gov.cn/infopub25/))0
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を詳細に分析している59)。このことは、 『広州市規定』の制定に際して、中山大

学が何らかの形でそれに参与したことをうかがわせる。また、 『広州市規定』に

比べて内容的にはやや後退したものの、 2005年7月に、広東省人民代表大会常務

委員会は、 『広東省政務公開条例トを採択・公布した。中国において、初めての

政務公開・情報公開に関する地方的法規である。一般的にいえば、人民政府が発

布する地方政府現車よりも、人民代表大会が採択・公布する地方的法規の方が、

その制定過程により民意が反映されることは明らかである。

長春市は、政務公開と情報公開との異同を十分に理解することなく、また、民

意の反映および知識人の参与を考慮に入れることもなく、他の地域に遅れをとる

まいと、吉林省の強力な指導の下で㈱)、政務公開に取り組み、その後、情報公開

規定の制定へ向けてとりあえず突っ走った、というのはいいすぎであろうか。少

なくとも、筆者の眼には、 「長春市規定」が、長春市の一般大衆にとっていまだ

自分たちのものとなっていないように映るのである。

最後に、もう一点指摘しておかなければならないのは、政務公開・情報公開に

おける共産党の地位の問題である。長春市の政務公開において、共産党は常に政

務公開・情報公開の指導主体あるいは監督主体として位置づけられてきた。規範

的文書には、必ずといっていいほど、 「指導思想」の章が設けられ、その中で

「三講」活動や「三つの代表」重要思想61)等、その時々の共産党のスローガンが

掲げられている(さすがに、 「長春市規定」には、 「三つの代表」重要思想の記述

はない)。第2章において概観したように、長春市は、 1999年8月に「政務公開

工作意見」を発布して、政務公開への取り組みを始動させて以降、政務公開を狭

59)劉恒他・前掲書。
60)長春市の政務公開への取り組みが吉林省の強い影響下にあった原因の一つに、吉林
省が長春市一極集中型の省であることが考えられる。吉林省の総人口のうち、実に
その四分の-がその省都である長春市に居住しており、この比率は、他の省と比較
してかなり高い(〔資料1〕、 〔資料2〕を参照)。そうした地理的条件が、吉林省と
長春市の「二人三脚」を可能としたのであろう。

61)共産党が、中国の①先進的生産力の発展の要求、 ②先進的文化の前進の方向、 ③最
も広範な人民の根本的利益、を代表するという理論　2000年2月に江沢民国家主
席・共産党総書記(当時)が提起し、その後、 2002年11月の共産党第16回仝国代表
大会において共産党規約に、さらに、 2004年3月の憲法部分改正において憲法前文
に、それぞれ書き加えられた。
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義の意味で把握・理解してきた。政務公開を狭義の意味で把提・理解する以上、

当然、党務の公開は政務公開の射程の範囲外である。しかしながら、 「共産党の

指導」が憲法に明定され、 「党政不分(党と政府の未分社)」や「以党代政(党を

もって政府に代える)」の弊害62)が指摘される中国の国家・政治体制の現状を考

慮に入れた時、果たして、中国において、政務公開・情報公開の対象機関(義務

主体)を人民政府に限るべきという理解が妥当なのであろうか、という疑問が残

る。この間題に対しては、 「党政分離」の徹底が最も簡明な解決方法なのであろ

うが、その実現がなしえないのであれば、何らかの形で党務の公開を模索するこ

とが必要となろう63)。

62) 「党政不分」、 「以党代政」の弊害について、王景斌・石塚迅「現代中国憲法の「利
益関係・構造」に対する調整」 F中国21 (愛知大学)j第12号(2001年6月) 81-82
頁を参照。

63)劉恒氏らは、 「党務情報は、社会情報の重要な一部分であり、それを公開すること
は、長期的にみれば、透明な民主社会を建設するにあたり非常に有益である。した
がって、党組織がその他の社団組織と同様に社会公共情報公開の義務主体の一つと
なることは、合理性を有するものである。」と述べ,慎重ないいまわLではあるが、
党務公開の必要性に言及している(劉恒他・前掲書　34頁)Oその他、問題点の指
摘として、何建華、衰飛・前掲論文　77頁を参照。
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